
 
 

食と農林漁業の再生推進本部の設置について 
 

平成 22 年 11 月 26 日 
閣  議  決  定 

 

１．高いレベルの経済連携の推進と我が国の食料自給率の向上や国内農

業・農村の振興とを両立させ、持続可能な力強い農業を育てるための対

策を講じるため、内閣に食と農林漁業の再生推進本部（以下「本部」と

いう。）を設置する。 

２．本部の構成員は、次のとおりとする。ただし、本部長は、必要がある

と認めるときは、関係者に出席を求めることができる。 

   本部長  内閣総理大臣 

   副本部長 国家戦略担当大臣、農林水産大臣 

   構成員  他のすべての国務大臣 

３．本部は、必要に応じ、本部の構成員のうち特に関係のある者、有識者

等により構成する会議を開催することができる。 

４．本部の庶務は、農林水産省の協力を得て、内閣官房において処理する。 

５．その他、本部の運営に関する事項その他必要な事項は、本部長が定め   

る。 

６．食料・農業・農村政策推進本部（平成 12 年３月 24 日閣議決定）につ

いては、廃止し、その機能は、食と農林漁業の再生推進本部に引き継ぐ

ものとする。 
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食と農林漁業の再生実現会議の開催について 
 

平成 22 年 11 月 30 日 
食 と 農 林 漁 業 の 再 生 推 進 本 部 決 定 案  

 

 

１．官民の力を結集して、高いレベルの経済連携の推進と我が国の食料自

給率の向上や国内農業・農村の振興とを両立させ、持続可能な力強い農

業を育てるための対策を検討・推進するため、食と農林漁業の再生実現

会議（以下「会議」という。）を開催する。 

２．会議の構成員は、次のとおりとする。ただし、議長は、必要があると

認めるときは、構成員を追加し、又は関係者に出席を求めることができ

る。 

   議長  内閣総理大臣 

   副議長 国家戦略担当大臣、農林水産大臣 

   構成員 内閣官房長官、総務大臣、財務大臣、外務大臣、経済産業

大臣、内閣総理大臣が指名する者及び有識者 

３．会議の庶務は、農林水産省の協力を得て、内閣官房において処理する。 

４．その他、会議の運営に関する事項その他必要な事項は、議長が定め   

る。 

 



食と農林漁業の再生実現会議 構成員（案） 

 

議 長 内閣総理大臣 

副議長 国家戦略担当大臣、農林水産大臣 

構成員 内閣官房長官 

    総務大臣 

    財務大臣 

    外務大臣 

    経済産業大臣 

 

    大泉 一貫  宮城大学 副学長 

加藤登紀子  国際連合環境計画（ＵＮＥＰ）親善大使 

川勝 平太  静岡県知事 

小林 栄三  伊藤忠商事株式会社 代表取締役会長 

相良 律子  栃木県女性農業士会 会長 

生源寺 眞一 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 

深川 由起子 早稲田大学政治経済学術院 教授 

佛田 利弘  ㈱ぶった農産 代表取締役社長 

三村 明夫  新日本製鐵株式会社 代表取締役会長 

村田 紀敏  セブン＆アイ・ホールディングス 

代表取締役社長 

茂木 守   全国農業協同組合中央会 会長 
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今後の検討スケジュール 
 

食と農林漁業の          食と農林漁業の 

再生推進本部           再生実現会議 
 

資料４ 

１０月めど 

行動計画の策定 

６月めど 

基本方針の策定 

１１月３０日 

第一回会合      

１１月３０日 

第一回会合 

随時開催 

（幹事会で対策の検討等

を推進） 

随時開催 

（幹事会で対策の検討等

を推進） 

２０１０年 

２０１１年 




